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上場取引所     福 
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ＴＥＬ（０９９）２６８－７５８８ 

単元株制度採用の有無 有（１単元 1,000株） 

 
１．１８年５月中間期の業績（平成１７年１２月１日～平成１８年５月３１日） 
(1) 経営成績                                （百万円未満四捨五入） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
18年５月中間期 3,291 3.1 83 － 85 － 

17年５月中間期 3,192 △8.9 △52 － △64 － 

17年11月期 6,353  48  32  

 

１ 株 当 た り 中 間  
中間（当期）純利益 

（ 当 期 ） 純 利 益  

 百万円 ％ 円 銭 
18年５月中間期 28 － 2.90 

17年５月中間期 △40 － △4.09 

17年11月期 17  1.78 

（注）1.期中平均株式数   18年５月中間期 9,826,146株  17年５月中間期 9,830,296株 17年11月期 9,829,006株 

2.会計処理方法の変更   有 

3.売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 

(2) 財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円     百万円 ％     円   銭 
18年５月中間期 6,139 1,621 26.4 165.00 

17年５月中間期 6,446 1,446 22.4 147.06 

17年11月期 5,639 1,575 27.9 160.24 

（注）1.期末発行済株式数  18年５月中間期 9,825,676株  17年５月中間期 9,829,865株  17年11月期 9,827,147株  

   2.期末自己株式数   18年５月中間期   371,324株  17年５月中間期   367,135株  17年11月期   369,853株  
 
２．１８年１１月期の業績予想（平成１７年１２月１日～平成１８年１１月３０日） 

 売 上 高 経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 
通 期 6,300 80 20 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）2円04銭 

    営業利益     96百万円 

 

３．配当状況 

・現金配当 １株当たり配当金（円） 

 中間期末 期末 年間 

17年11月期 － 1.00 1.00 
18年11月期（実績） － － 
18年11月期（予想） － 1.50 

1.50 

 

※上記業績予想につきましては、現時点で得られた情報に基づいて算定しており、多分に不確定な要素を含んでおります。 

従いまして、実際の業績は、業況の変化などにより業績予想と大きく異なる結果となる可能性があります。 



 ２ 
 

中間貸借対照表 
（単位：千円、未満四捨五入） 

期  別   当 中 間 期 前 中 間 期 前 期 
平成18年５月31日現在 平成17年５月31日現在

増 減 
平成17年11月30日現在

 

 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 金 額 構成比

 （資 産 の 部） % %   %

Ⅰ．流 動 資 産 4,950,245 80.6 5,251,837 81.5 △301,592 4,424,498 78.5

 現 金 及 び 預 金 420,925 669,188 △248,263 556,141 
 受 取 手 形 1,624,773 1,510,132 114,641 1,348,125 
 売 掛 金 1,496,997 1,535,537 △38,540 1,269,400 
 た な 卸 資 産 1,323,821 1,479,162 △155,341 1,156,034 
 繰 延 税 金 資 産 36,953 33,485 3,468 38,151 
 そ の 他の 流動資産 47,400 25,551 21,849 57,969 
 貸 倒 引 当 金 △624 △1,218 594 △1,322 
     
     
Ⅱ．固 定 資 産 1,188,955 19.4 1,193,882 18.5 △4,927 1,214,402 21.5

 １．有形固定 資産 599,049 9.8 629,638 9.8 △30,588 620,650 11.0

 建 物 及 び 構 築 物 288,796 304,793 △15,997 297,254 
 機械装置及び運搬具 155,638 148,458 7,181 149,555 
 土 地 119,285 138,356 △19,072 138,356 
 その他の有形固定資産 35,331 38,031 △2,700 35,485 
     
     
 ２．無形固定 資産 2,580 0.0 3,095 0.0 △515 2,610 0.0

     
     
 ３．投資その他の資産 587,326 9.6 561,149 8.7 26,177 591,142 10.5

 投 資 有 価 証 券 514,402 345,147 169,256 466,332 
 繰 延 税 金 資 産 - 141,592 △141,592 49,607 
 そ の 他 の 投 資 103,666 105,156 △1,490 105,950 
 貸 倒 引 当 金 △30,743 △30,746 3 △30,747 
     
     

資 産 合 計 6,139,200 100.0 6,445,718 100.0 △306,518 5,638,900 100.0
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（単位：千円、未満四捨五入） 
期  別  当 中 間 期 前 中 間 期 前 期 

 平成18年５月31日現在 平成17年５月31日現在
増 減 

平成17年11月30日現在 

 

科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 金 額 構成比

 （負 債 の 部）  %  %   %
Ⅰ．流 動 負 債 3,798,256 61.9 4,420,580 68.6 △622,324 3,242,644 57.5

 支 払 手 形 761,782 808,363 △46,580 446,634 
 買 掛 金 1,154,448 1,264,186 △109,738 845,268 
 短 期 借 入 金 1,639,260 2,108,402 △469,142 1,587,860 
 未 払 法 人 税 等 4,147 2,892 1,255 991 
 賞 与 引 当 金 77,120 78,240 △1,120 75,149 
 その他の流動負債 161,499 158,498 3,001 286,743 
     
Ⅱ．固 定 負 債 719,661 11.7 579,537 9.0 140,124 821,597 14.6

 長 期 借 入 金 281,000 153,418 127,582 407,480 
 退 職 給 付 引 当 金 235,209 233,785 1,424 219,439 
 繰 延 税 金 負 債 748 - 748 - 
 その他の固定負債 202,704 192,334 10,370 194,678 
     

負 債 合 計 4,517,918 73.6 5,000,117 77.6 △482,200 4,064,242 72.1

（ 資 本 の 部 ）     
Ⅰ．資 本 金 - - 664,500 10.3 - 664,500 11.8

Ⅱ．資 本 剰 余 金 - - 295,451 4.6 - 295,451 5.2

１．資本準備金 - 295,451 - 295,451 
Ⅲ．利 益 剰 余 金 - - 429,794 6.7 - 487,493 8.6

１．利益準備金 - 112,792 - 112,792 
２．任意積立金 - 355,000 - 355,000 
３．中間（当期）未処分利益 - △37,998 - 19,701 

Ⅳ．その他有価証券評価差額金 - - 91,683 1.4 - 163,362 2.9

Ⅴ．自 己 株 式 - - △35,827 △0.6 - △36,148 △0.6

資 本 合 計 - - 1,445,601 22.4 - 1,574,658 27.9

負債及び資本合計 - - 6,445,718 100.0 - 5,638,900 100.0

（純 資 産 の部 ）     
Ⅰ．株 主 資 本 1,429,702 23.3 - - - - -

１．資本金 664,500 10.8 - - - - -

２．資本剰余金 295,451 4.8 - - - - -

(1)資本準備金 295,451 - - - 
３．利益剰余金 506,117 8.2 - - - - -

(1)利益準備金 112,792 - - - 
(2)任意積立金 355,000 - - - 
(3)繰越利益剰余金 38,325 - - - 

４．自己株式 △36,366 △0.5 - - - - -

Ⅱ．評価・換算差額等 191,580 3.1 - - - - -

(1)その他有価証券評価 
差額金 191,580 - - - 

純 資 産 合 計 1,621,282 26.4 - - - - -

負債及び純資産合計 6,139,200 100.0 - - - - -
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中間損益計算書 
（単位：千円、未満四捨五入） 

          期  別  当 中 間 期 前 中 間 期 前 期 

 
自 平成17年12月 １日 

至 平成18年 ５月31日 

自 平成16年12月 １日 

至 平成17年 5月31日 

増 減 自 平成16年12月 1日 

至 平成17年11月30日 

 

科  目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 金 額 百分比

  %  %   %

売 上 高 3,290,831 100.0 3,191,688 100.0 99,143 6,352,528 100.0

売 上 原 価 2,501,455 76.0 2,539,174 79.6 △37,719 4,927,865 77.6

売 上 総 利 益 789,376 24.0 652,514 20.4 136,862 1,424,664 22.4

販売費及び一般管理費 706,054 21.4 704,935 22.0 1,119 1,376,253 21.7

営 業 利 益 83,321 2.6 △52,421 △1.6 135,743 48,411 0.7

営 業 外 収 益 19,911 0.6 10,059 0.3 9,852 25,192 0.4

営 業 外 費 用 18,228 0.6 21,584 0.7 △3,356 41,594 0.6

経 常 利 益 85,004 2.6 △63,947 △2.0 148,950 32,009 0.5

特 別 利 益 702 0.0 16,777 0.5 △16,075 18,973 0.3

特 別 損 失 22,960 0.7 9,677 0.3 13,284 10,138 0.2

税引前中間(当期)純利益 62,745 1.9 △56,847 △1.8 119,592 40,845 0.6

法人税、住民税及び事業税 1,868 0.0 2,112 0.1 △244 3,374 0.0

法 人 税 等 調 整 額 32,426 1.0 △18,728 △0.6 51,154 20,002 0.3

中間（当期）純利益 28,451 0.9 △40,231 △1.3 68,682 17,469 0.3

前 期 繰 越 利 益 - - 2,233 - - 2,233 -

中間（当期）未処分利益 - - △37,998 - - 19,701 -

 
 
 
 

株主資本等変動計算書 
当中間期（自平成17年12月1日～至平成18年5月31日）                              （単位：千円、未満四捨五入） 
 

株 主 資 本 
評価・換算
差 額 等

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 
株主資本 
合 計 

その他有価
証券評価差
額 金

純資産合計 

平成17年11月30日現在 664,500 295,451 487,493 △36,148 1,411,296 163,362 1,574,658 

当中間会計期間中の変動額        

剰余金の配当   △9,827  △9,827  △9,827 

当中間純利益   28,451  28,451  28,451 

自己株式の取得    △218 △218  △218 
株主資本以外の項目の 

当中間期変動額（純額） 
     28,218 28,218 

当中間会計期間中の 

変動額合計 
- - 18,624 △218 18,406 28,218 46,624 

平成18年5月31日現在 664,500 295,451 506,117 △36,366 1,429,702 191,580 1,621,282 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
１．資産の評価基準及び評価方法 
（１） 棚卸資産 

総平均法による原価法によっています。 
（２） 有価証券 
① 満期保有目的有価証券        償却原価法によっています。 
② 子会社株式及び関連会社株式     総平均法による原価法によっています。 
③ その他の有価証券 
時価のあるもの           中間期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理、売却原価は総平均法により算定）によって

います。 
      時価のないもの            総平均法による原価法によっています。 
２．固定資産の減価償却の方法 
   （１） 有形固定資産 
      ① 平成１０年４月以降取得の建物  定額法によっています。 
      ② その他の固定資産        定率法によっています。 
   （２） 無形固定資産           定額法によっています。 
３．引当金の計上基準 
（１） 貸倒引当金 
ａ 一般債権              貸倒実績率法によっています。 
ｂ 貸倒懸念債権及び破産更生債権    財務内容評価法によっています。 

（２） 賞与引当金 
従業員への賞与支給に備えるため、支給見込額の当中間会計期間負担額を計上しています。 

（３） 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当中間会計期間末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しています。 
４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の
賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

５．消費税等の会計処理 
   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。 

 
中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 
会計処理の変更 
１．固定資産の減損に係る会計基準 
 当中間期より、「個定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」
（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準
適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しております。 
 これにより、税金等調整前中間純利益が19百万円減少しています。なお、減損損失累計額については、改正
後の中間連結財務諸表規則に基づき当該資産の金額から直接控除しています。 

貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 
当中間期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号 平成17年12月9
日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号 平成
17年12月9日）を適用しております。 

株主資本等変動計算書に関する会計基準 
当中間期より、「株主資本等変動計算書に関する会計基準」（企業会計基準第6号 平成17年12月27日）及び
「株主資本等変動計算書に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第9号 平成17年12月27日）
を適用しております。 
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注記事項 
１．中間貸借対照表に関する事項 

  当中間期 前中間期 前 期 
（1） 記載金額は、千円未満を四捨五入して表示しています。  
（2） 有形固定資産の減価償却累計額 2,495,606千円 2,440,238千円 2,466,668千円

（3） 担保に供している資産     

 有形固定資産 302,673千円 315,016千円 313,039千円

 投資有価証券 221,554千円 61,632千円 61,632千円

 
２．中間損益計算書に関する事項 

    当中間期 前中間期 前 期 
（１） 記載金額は、千円未満を四捨五入して表示しています。  
（２） 営業外費用のうち支払利息 17,384千円 20,092千円 37,492千円

（３） 固定資産減価償却実施額 28,968千円 29,5８9千円 62,809千円

（４） 特別利益の主な内訳  

 貸倒引当金戻入益 702千円 16,777千円 16,672千円

（５） 特別損失の主な内訳  

 役員退職慰労金 1,800千円 8,600千円 8,600千円

 固定資産除却損 -千円 1,049千円 1,307千円

 減損損失 19,072千円 -千円 -千円

 その他 2,089千円 28千円 230千円

(6) 減損損失 当中間会計期間において、当社は以下の資産につい

て減損損失を計上しました。 

場所 用途 種類 

鹿児島市 固定資産 山林 

鹿児島県日置市

及び南さつま市

固定資産 宅地 

及び雑種地

上記固定資産について、時価が著しく下落したことによ

り、帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少額を

減損損失（19百万円）として特別損失に計上しました。

当社は、事業所単位で資産のグルーピングを行いまし

た。 

なお、当該資産の回収可能性は固定資産税評価額を

基準として評価しております。 

 
３．中間株主資本等変動計算書に関する事項 
  当中間期 
   自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前期末株式数 当中間期増加株式数 当中間期減少株式数 当中間期末株式数 適用 
自己株式 
 普通株式 

 
369,853株 1,471株 － 371,324株 注 

合計 369,853株 1,471株 － 371,324株

   （注）普通株式の自己株式の増加1,471株は、単元未満株式の買取による増加であります。 
 
４．リース物件の所有権が借り主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に係わる注記 

EDINETによる開示を行っているため記載を省略しております。 
 

５．有価証券 
当中間期、前期及び前中間期のいずれにおいても、子会社及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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売 上 高 明 細 表 
（単位：千円、未満四捨五入） 

当 中 間 期 前 中 間 期 増 減 前 期      期  別  

科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 金 額 構成比

   %  %   %
 殺 虫 剤 1,831,028 55.6 1,741,292 54.6 89,736 3,862,988 60.7

農 殺 菌 剤 489,483 14.9 560,667 17.6 △71,184 1,078,703 17.0

 殺 虫 殺 菌 混 合 剤 247,501 7.5 246,912 7.7 588 425,984 6.7

 除 草 剤 276,948 8.4 307,201 9.6 △30,253 442,182 7.0

薬 そ の 他 353,707 10.8 230,719 7.2 122,988 354,209 5.6

 小       計 3,198,667 97.2 3,086,791 96.7 111,876 6,164,066 97.0

そ の 他 92,164 2.8 104,897 3.3 △12,733 188,462 3.0

合         計 3,290,831 100.0 3,191,688 100.0 99,143 6,352,528 100.0

（注）当社は受注生産を行っておりません。 
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